Management Environment, Management Resourses and Business Strategy : Empirical Study on Plain Paper Copier lndustry by 広田 俊郎 & Hirota Toshiro
経営環境，経営資源および経営戦略 : 普通紙複写
機(PPC)産業のケースによる検討
その他のタイトル Management Environment, Management Resourses
and Business Strategy : Empirical Study on
Plain Paper Copier lndustry
著者 広田 俊郎
雑誌名 關西大學商學論集
巻 26
号 4
ページ 469-496
発行年 1981-10-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00020864
関西大学商学論集第26巻第4号 (1981年10月） （469)47 
経営環境，経営資源および経営戦略
一普通紙複写機 (PPC)産業のケースによる検討ー＊
広
? ?
郎
I 序
1960年代の後半から70年代の初頭にかけて，各企業の間で戦略的思考が一
般化してきた。その思考は，種々の競争諸力の動向の把握の上に，より新た
な企業の活動領域の設定，事業の基本戦略およぴ具体的競争戦略活動の設定
を行おうとするものであった。このような思考の浸透に影響を与えた最初の
議論としてアンゾフ (H.I. Ansoff)の議論をあげることができる。彼は，
それまでの経営諸理論がその関心を経営内部に限定していたとする。そこで
*1 
彼は，関心を企業と製品市場との関連を含むものに拡大した。そして彼は，
企業目的の達成を図るための製品一市場領域の設定を適応的探究方法を用い
*2 
て実行するプロセスを明らかにした。しかし，彼の議論は製品一市場領域設
＊ 本稿は，昭和56年組織学会研究発表大会（名古屋大学）における報告にもとずい
て作成したものである。報告および本稿の作成過程において，神戸大学占部都美教
授，神戸大学新野幸次郎教授，神戸商科大学中橋国蔵助教授，神戸大学加護野忠男
助教授などの方々より貴重な示唆をいただきました。記して謝意を表させていただ
きます。
* 1 H. I. Ansoff, Cor:抄rateStrategy, McGraw-Hill, 1965（広田寿亮訳「企業
戦略論」産業能率大学出版部， 1969)訳 pp.6-7参照
* 2 Ansoff (1969)訳 p.34, p. 176, p. 193, pp. 214-258参照
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定に関する手続き論に限定されており，多角化戦略の実行方針に影響を与え
るいくつかの概念としての，成長ベクトル，シナジー，競争優位性，などを
示がことどまった。
実証研究を通じて，多角化戦略の実行方針とそれを遂行するための活動内
容の設定および成果との関連の検討は Jレメルト (R.P. Rumelt)によって
*3 
なされた。彼は多角化戦略をその方針の観点からとらえ，それとその成果の
関連を特に組織構造との関連を意識しながら解明した。
またプロダクト・ポー．トフォリオ・マネジメントの議論においても，ある
べき具体的な事業の基本戦略がとりあげられた。企業の保有する各事業分野
に対して「成長政策」をとるか「縮小政策」をとるか，などの方針決定が，
たとえば事業の産業成長率と市場地位などの，環境の側の変数と企業特性の
*4 
側の変数の双方の把握によって，なされうることが示された。このように基
本的事業戦略設定の議論が，種々の形でなされるようになってきた。
しかしそれらの研究も， 事業戦略の基本方針を示してはいるが具休的な
競争戦略活動内容のあり方にまで論及してこなかった。それはそれらの議論
が戦略的方針を明確に示すために，比較的少数の変数に限定して議論してき
たためである。そのためボークー (M.E. Porter)も言うようにそれらは「事
業分野を対象として考えるよりは，多角化企業を対象としたものであったり，
さもなければ市場構造のうちのある一側面，たとえば費用動向のみを考察す
るものであったりしたので，産業内の競争の微妙な複雑さをとらえることが
*5 
できなかった。」
ポークーはそこで，企業が所属する産業とそこにおける競争にかかわる変
* 3 R. P. Rumelt, Strategy, Structure and Economic Performance, Division 
of Research, Harvard Business School, 1切4（鳥羽欽一郎訳「多角化戦略と経
済成果」，東洋経済新報社， 1977)
* 4 J.C.アペグレン， ポストン・コンサルティングヽグループ (1977)pp, 69-
78参照
* 5 Michael E. Porter, Competitive Strategy, Free Press. 1980, pp. xiii-
xiv参照
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数を包括的に取り扱えるような理論的フレームクークを提示した。そこで具
*6 
体的競争戦略活動内容に関連する諸変数の包括的リストが示された。しかし
ながらボークーの研究は，具休的な競争戦略活動内容とその成果の関係の解
明の実証を休系的に行おうとしたものではない。その点で競争戦略とその成
果の関係について体系的な実証的検討を行っているような研究が望まれる。
そのような研究として，その概念的枠組自体は整備されたものとは決して言
*7 
えないが， 精力的に事実発見を試みている PIMS研究における一連の研究
シェフラー＝バッゼル＝ヒーニー (S.Schoeffler, R. D. Buzzell & D. F. 
*8 
Heany),パッゼル＝ゲール＝サルクン (R.D. Buzzell, B. T. gale & R. G. M. 
*9 * 10 
Sultan)，バッセう四ウイヤゼマ (R.D., Buzzell & F. D. Wiersema)などを
あげることができる。これらの研究は，具休的な競争戦略活動内容とその成
果との関連を，多数の産業にまたがる多くの企業のデークを用いて検討して
きた。それらは，そのデークの豊富さのためその結論に関してそれだけ説得
性を増している反面，産業毎の特性の差異については言及していない。
本稿において述べようとするわれわれの実証研究は， ある程度 PIMS研
* 6 M.E. Porter (1980) pp.47-74参照
* 7 Profit Impact on Market Strategyの略。アメリカ，マサチューセッツ州の
ケンプリッジにある戦略計画研究所が， 57の参加企業から提供された620事業の
デークをもとに競争戦略とその成果との関係について行った研究である。
* 8 Sidney Schoeffler, Robert D. Buzzell, Donald F. Heany "Impact of 
Strategic Planning on Profit Performance,''H,、rvardBus畑 sReview, April 
1切4（稲葉雅邦訳， 「戦略計画がマーケットシェアと収益に与えるインパクト」
ダイヤモンド・ハーバード．・ピジネス Nov-Dec1977年）
* 9 R. D. Buzzell, B. T. Gale & R. G. M. Sultan,. "Market Share -a Key to 
Profitalility," Harvard Business Review Jan.:.Feb 1975（服部照夫訳，「マー
ケットシェアの拡大は収益性向上のキメ手か」ダイヤモンド・ハーパード・ビジ
ネス Nov-Dec1976年）
•10 R. D. Buzzell & F. D. Wiersema, "Successful Share-Building Strategies," 
Harvard Bus加 sReview, Jan-Feb 1981(「マーケットシェアを高めるための
新しい戦略」 May-June1981年）
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究に対応する形で構想されたものである。ただし PIMS研究が産業の特性
に注意を払わなかったのに対して，われわれは研究対象を，製品革新が著し
＜需要成長率の高い普通紙複写機 (PlainPaper Copier, PPC)産業に限定
し，その産業特性に考慮を払いながら，各社の競争的戦略内容とその成果の
関連を検討した。データが限定された反面，成長産業における競争戦略とそ
の成果の関係が明確にとらえらるようになっていると思われる。そのような
ねらいをもつ議論を展開していきたい。
:r 概念的枠組
1 経営戦略の規定要因
高い成果をもたらす経営戦略の方向と内容はいかなる要素によって規定さ
れるのだろうか。それに対する基本的解答は次のようなものである。すなわ
ち，経営戦略は，各企業の経営環境がもつさまざまな機会と脅威に対して，
各企業によってその経営資源の蓄積状況をふまえて策定されると考えられる
から，経営戦略の方向と内容を決定するのは経営喋境の実態と経営資源の状
態とである。ただし，経営戦略を，製品市場領域の設定，事業の基本戦略の
作成，具体的競争戦略活動内容の設定というように区分すると，それぞれの
側面についての経営礫境と経営資源の規定関係が異なるといえよう。その規
定関係に言及しながら経営戦略の規定要因としての経営環境と経営資源とを
検討していくことにする。
経営環境の要素としては， ベイン (J.S Bain)やケイヴス (R.E. Caves) 
など産業組織論の論者がとりあげた各産業分野の市場構造の特性を示す変数
がまず考えられる。すなわち，集中度，製品差別化の程度，参入の難易，産
* 11 
業成長率，需要の価格弾力性，固定費と可変費の比率，などである。
この中で産業成長率は製品ボートフォリオ・マネジメントの議論，特にボ
*11 R. Caves, American Industry: Structure, Conduct, Performanre, 
Prentice-Hall, 1964訳 pp.24-25参照
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ストン・コンサルティング・グループ (BCG)による成長／シェアマトリッ
* 12
クスの議論において中心的な役割を与えられてきた。その背景には，経験曲
線の想定があり，累積生産量が増加するにつれコスト低下が見られることか
ら，生産量増加を規定する需要成長率が重要な変数とされた。
同じ製品ボートフォリオモデルであっても， GE社の事業スクリーンモデ
ルにおいては，このように産業成長率のみで市場をとらえることが限界を持
つとされ，競争構造，市場多様性，産業収益性，．技術的な重要性，などから
* 13 
総合的に判断される産業魅力度が経営環境としてとりあげられている。ここ
での項目は，前述の産業組織論の市場構造の諸要素にかなり対応するものと
言えよう。いずれにしても，このレベルの環境要素は，各製品一市場領域に
おける企業の基本戦略を定めるときに重要なものであろう。
ただし経営戦略を規定する経営環境の側面は，これらの構造的要素に限ら
れるものではない。企業をとりまく各取引主休の行動的側面のあり方も，経
営成果に大きな影響を及ぽすことを通じて経営戦略のあり方に影響を、与え
る。すなわち，各企業の成果は，各企業の属する産業の市場構造によって規
定されるのみではない。各企業の成果は，各職能における他企業と比較した
ばあいの優劣の判断を基礎に展開される経営行動の内容に依存するという側
面もあるのである。
そのようなことを認識した上で， 経営戦略の展開を考えようとするなら
ば，経営戦略の課題としては経営環境の構造的要素としての市場構造の諸要
素の設定に通ずる製品一市場領域の設定のみではなくて，その中での他社の
行動に対応するための競争戦略の策定が重要になる。すなわち，経営環境と
して，産業の市場構造的要素の考慮も重要であるが，競争業者，供給業者，
流通業者などの諸環境主休がどう行動するかを把握することも重要な意味を
*12 たとえば J.C.アペグレン，ポストン・コンサルティング・グループ編著「ポ
トーフォリオ戦略」，プレジデント社， 1977年
•13 C. W. Hofer & D. Schendel, strategy Formulation, West, 1切8（奥村昭
博，榊原清則，野中郁次郎訳「戦略策定」千倉書房， 1981年）訳 pp.38-41参照
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もつことになる。
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さて次に経営戦略を規定するもう一つの側面としてのは経営資源をとりあ
げて検討することにする。経営資源は，内部環境と呼ばれることもあるが，
企業の管理機構の支配下におかれた資源のプールを意味している。その要素
としては，経営者能力，情報処理能力，技術の蓄積，技術開発力，製品ボー
トフオリオ，財務状態，製品の市場地位，販売網などがあげられる。
この中でも， 経営者能力の重要性はペンローズ (E.T.Penrose)によって
* 15 ・ 
まず指摘された。彼女は経営資源が「継承された資源」(inheritedresources) 
であることを強調した。そしてこの資源が，経営にとって利用可能な種々の
* 16
用役 (service)をもたらすとし， 資源を利用可能な用役の束としてみるこ
とができるとした。ただし「あらゆる種類の生産的用役の中でも経営者用役
は，会社の本性が管理組織休である以上，どの会社も利用せざるをえない唯
* 17 
ーの型の用役である」とし，しかも「『従来から受け継がれた』 経営者用役
が新しく吸収される経営者資源の量を左右する以上，それはいついかなると
* 18
きでも，会社の拡張量にたいして基本的で不可避な限界を作るものである」
とした。
また経営者能力とも関連するが，さまざまな意思決定をある統一的な型を
もって行っていくことを可能にする企業に埋めこまれた企業姿勢も経営資源
の一つとして重要であろう。たとえばマイルズ＝スノ.--(R. E. Miles=C. C. 
Snow)は，防衛型，分析型，攻撃型という三つの戦略類型を識別し，「経営
者がそのうちの一つを追求し，それにしたがって組識設計を行うことを選択
したときには，その組織はある特定の産業の中でかなりの長期間にわたって
•14 M. E. Porter (1980) pp. 3-5参照
•15 Edith T. Penrose, Tht1 Theory of tht1 Growth of tht1 Firm, Basil Black-
well, 1959（末松玄六訳「社会成長の理論」ダイヤモンド社）訳（第2版） pp.
42-57参照
•16 E.T. Penrose (1959)訳（第2版） p.33参照
•17 E.T. Penrose (1959)訳（第2版） p.64参照
•18 E.T. Penrose (1959)訳（第2版） p.65参照
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* 19 
有効な競争者たりえる」とした。 マイルズ＝スノーは， このような姿勢をも
って企業者的課題，技術的課題，管理的課題のそれぞれの課題が解かれてい
くとした。このような企業の姿勢は，前述の経営者能力と並んで，製品一市
場領域の設定，事業の基本戦略の作成，具体的競争戦略内容の設定の各レベ
ルの決定に影響を及ぼすといえよう。
その他経営資源としては，研究開発，製造販売，等の各職能についてのス
キル，各製品についての他社に対する優位性，などをあげることができる。
これらの優位性の判断は，ある事業に対する基本戦略設定の際の判断材料に
なりえる。そのような判断を休系的に行うため，アンゾフは，研究開発，オ
ペレーション，マーケティング，全般管理という主な機能分野毎の，施設と
設備，人的技能，組織的能力，管理的能力などのスキルと経営資源を測定し
ようとする能カグリッド (grid of competence) なる概念を設定した。そ
* 20
して， 以上の能カグリッド中の各項目についての他企業に対する独自能力
(distinctive competence)の評価を示した競争プロフィール (competence
* 21 
profile) を作成することによって， 自社の経営資源の包括的な把握ができ，
それをふまえて自社の活動分野（製品・市場領域）の決定に役立てることが
できるものとした。
また経営資源の一つとして，企業の各製品の市場地位をあげることができ
る。その状態をホーファーシェンデル (C.W. Hofer, D. Schendel)は「会
社の主要製品と競争相手の主要製品の各々が，当該製品の対象とする個々の
* 22
主要市場セグメントごとにプロット」された製品ポジショニング・マトリッ
クスを用いて示そうとした。過去と将来についてのマトリ~ックスも企業ない
し競争相手の事業戦略が不変として同様な形で作られる。それにより自社お
•19 R. E. Miles & C. C. Snow, Organizational Strategy,. Structure, a叫
Process, McGraw Hill 1978, p. 14 
•20 H. I Ansoff (1965) pp. 92一切（訳 pp.114-122) 
•21 H. I. Ansoff (1965) pp．切ー102（訳 pp.123ー 1町）参照
•22 C. W. Hofer, D. Schendel (1切7)訳 p.42
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よび競争者の各製品市場セグメントにおける位置を知り，それをふまえてこ
れからの製品一市場領域を明蘊化することができる。さらに進んで具体的競
争戦略内容設定についての示唆をえるために，製品クイプ，研究開発，広告
宣伝，製造販売方法，財務，等の側面についてどのような代替案を考えるの
* 23 
かの具体的競争戦略内容の組合せを意思決定ツリーの形で表現する。同様の
意思決定ツリーを各競争者についても作り，それを自社のものと比較するこ
とを通じて，自社の独自能力，シナジーなどを知ることができる。それによ
り事業の基本戦略への示唆を得たり，企業が市場で展開しようとしている具
体的競争戦略内容がもたらす競争優位性についての示唆を得ることができ
る。その際経時的に行ってきた意思決定の方向を示し，どこに優先順位をお
いているかを各機能で使用される重要資源に注目して表現したそれらの資源
展開パターンをもとに，具体的競争戦略内容の設定を考えていくことができ
* 24
るだろう。
経営戦略は，以上で述べたきた経営環境と経営資源の相互作用の結果とし
て，製品一市場領域の設定，事業の基本戦略の設定，具体的競争戦略内容の
決定という諸側面について策定されていく。それらは製品一市場領域の設定
と事業の基本戦略設定の一部を含む企業戦略と， 事業の基本戦略設定の一
部と具体的競争戦略内容の決定を行う競争戦略とに区分することができよ
う。
企業戦略は多角化決定を含む製品一市場領域の設定および事業のボートフ
ォリオの内容およびその取扱いの方向性の決定を行うものである。われわれ
の研究対象である普通紙複写機 (PPC)産業に属する各社も複写機産業に新
たに参入する戦略的決定をかって行ったわけであるが，それは各社にとって
の製品....,...市場領域の再定義という観点からなされた決定である。このような
企業戦略は環境を先取り的に把握して他社に先がけて当該産業を自己の製品
―市場領域として設定したり，環境に生じている変化を察知して追随しよう
*23 C. W. Hofer & D. Schendel (1977)訳 pp.42-44参照
*24 C. W. Hofer & D. Schendel (1切7)訳 pp.44-45参照
経営環境，経営資源およぴ経営戦略（広田俊） (477)55 
という場合のようなモードをもって展開される。その意味で先取り的あるい
はバンドワゴン的な行動モードをもって展開される。どのようなし方で行わ
れるにせよ，適切な事業の定義が企業成果を高めるためにまず必要である。
しかしながら， ある事業分野で収益性を高めるには，単なる製品一市場領
城の確定だけでは不十分であるとの指摘がなされてきた。その事業における
基本戦略の設定およぴ具体的競争戦略内容の決定を導く競争戦略を，研究開
発戦略，新製品発売行動，マーケティング戦略，広告宣伝戦略，価格戦略，
等にわたって適切に策定することが各事業分野の成果の向上のために必要で
ある。それらは，製品一市場領域についての環境隠識と，自己の企業の経営
資源状態の知覚をふまえて構成されていったときに，より高い成果をもたら
すであろう。
したがって競争戦略の各部分は経営環境およぴ経営資源の状態に依存しな
がら決定されていき， その対応開係が適切に設定されたときに高い成果を得
ることができるであろう。そのことを本稿で検討したいわけである。
以上述べてきたような議諸の分析的枠組を図示すれば図ー1のようになる
経営環境
I市場構造I
I技術特性1
I市場行動I
競争業者の反応
図ー1
産業魅力度
経
I企業戦略I
（製品市場領域の設定）
営↓
戦（事業の基本戦略の設定）
略↓
I競争戦略1
（具体的競争戦略内容の方法）
独自能力
自社の強み・弱み
経営資源
経営者能力
情報処理能力
技術の蓄積
技術開発力
製品ポー トフォリオ
財務状態
製品の市場地位
販売網
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であろう。
m 研究対象サンプルとその定性的特性
1 経営環境
われわれは複写機産業における競争戦略の実態を調査し，それがいかに経
営環境と経営戦略の規定をうけて展開されていったかを検討したい。ただし
競争戦略の中でも特に製品戦略に焦点を絞り，マーケティング戦略，研究開
発戦略については論及しないことにする。
まず最初に複写機産業という， 研究対象企業についての経営環境の特色
を，前述の概念を用いて簡単に述べると次のようになろう。
集中度については，昭和45年以前は富士ゼロックスのみが参入していた状態
であったが，昭和45年以後キャノン，小西六， リコーと参入し，さらに数社
が昭和49年に集中的に参入した。しかし，上位四社の集中度は継続して70~
* 25 
80％に達しており，かなり集中度の高い市場構造であるといえる。
製品差別化の程度については，画像の鮮明さ，故障の少なさ，アフクーサ
ービスの良さなどについての製品差別化がかなりの程度行われているといえ
よう。
参入の難易については，複写機は，光学，化学，電気，などの複合技術を
必要とするためその製造についてかなりの技術上の障壁があるといえる。ま
た機械の販売に伴って，用紙， トナー，現像液の販売などを行うとともに，
機械故障時に修理を行うなど継続的なサービスが必要なことなどから，参入
に際しては，販売網の確保が不可欠であるため，販売網形成上の障壁も高い。
そこで，技術上，販売網について，関連した経営資源をもつ企業以外には参
入は非常に困難だといえよう。
*25 市場占有率の公式データとしては大蔵省「産業統計」から入手しうる。ただし
普通紙複写機という産業項目が設定されたのは昭和51年からであり， それ以前
は，他の方式の複写機と一括してデータが示された。
経営環境，経営資源および経営戦略（広田俊） (~79)57 
需要の成長率ということについては，複写機は電卓と並ぶ成長産業である
といわれる。電卓の場合は， LSIという技術革新の展開とその産業の成長が
時を同じくしていたこともあり，非常に激しい競争が展開され，シャープ，
* 26
カシオ以外の多くのメーカーが陶汰されてしまった。それに対して PPC産
業の場合は，技術的にまだ未完成な部分が多いというものの基本技術の展開
が完了した上で未だ高い需要成長を続けているという特性をもっているとい
えよう。
また需要の価格弾力性ということについては，かなり高い需要価格弾力性
が見出だされているよ うである。それゆえ低価格の普及機の製造が各社によ
ってなされた。それに加えて，複写機利用の際に不可欠の紙などについての
需要の価格弾力性は非常に低いという特性をもつ。すなわち価格水準にかか
* 27
わらずほぼ安定的な紙， トナー，現像液の購入が続けられていることから，
複写機械について価格を下げることによってユーザーを拡大することが紙な
どを含んだ全体の販売高に貢献する程度が高い。そこで，製品価格を低位に
設定することのみならず，製品価格の値引きがしばしば行われるという特徴
をもつと言えよう。
このような経営環境特性のもとで，各企業はその経営資源をふまえて，競
* 28
争戦略を展開してきた。そこで複写機産業の企業の経営資源のプロフィール
*26 日本事務機新聞社「事務機この10年」 pp.98-105参照
*27 ここでは経済学的な用語で説明がなされたが， このような硯象は「導入」
"buying in"と呼ばれている。ウェイガンド (R.E. Weigand)によると． 「バ
イイング・インは．時には十分とはいえない利潤や損失を前提に行なわれる初期
販売と，その後の，同製品，関連製品やサービスのさらに有利な販売とを結びつ
けるものである。」 R.E. Weigand, "Buying in to Market Control" Harvard 
Business Review, Nov. -Dec: 1980（訳， 「顧客の吸引と市場コントロールのた
めの‘‘導入”」ダイヤモンド・ハー パー ド・ビジネス Mar.-Apr. 1981, 60ペー
ジ参照）
*28 この経営資源プロフィールという概念は，アンゾフの能カプロフィールという
概念を参考に設定されたものである。
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を把握しておくことが各社による戦略展開の動向の理解に必要であろう。
2 経営資源
経営資源についても，前述の議論をふまえながらそれを具体的にとらえて
いきたい。そのとき各社の経営資源を具体的にとらえることのできる項目と
しては，事業内容，技術開発力，販売網，市場占有率，製品ライン，量産休
* 29 ・
制の有無， 複合関連産業への取り組みなどがあげられるであろう。 （表ー 1
参照）
このような各項目の把握を行うことによって各社は，自社の強み，弱みを
識別し，同時に他社のそれとの比較を通じて，どのような製品一市場セグメ
ントを対象とした，どのような戦略を遂行していけばよいのかを導き出すこ
とができると思われる。
以上で述べたような特性をもつ複写機産業各企業をとりあげながら，その
競争戦略を検討していきたい。
3 研究対象サンプル
* 30 
研究対象として選ばれたサンプルは，複写機産業12社中7社分に関しての
昭45年～昭54年までのデータで総サンプル数は 38である。 キャノン， 小西
六， リコーのような先発クりレープについては多くのデータを入手できるが，
後発グループについてはそれ程多くのデークを入手できないため，このよう
な数字となっている。各社各年のデークをプールして，種々の統計的計算の
対象とするのである。
*29 表ー1では，事業内容，市場占有率，製品ライン，技術開発力，販売網に限定
して示した。
*30 分析にとりあげた企業は，富士ゼロックス， リコー，キャノン，小西六，シャ
プー， ミノルタカメラ，コピアの七社である。 東芝，日本 IBM,三田工業東
京航空計器，松下電機については，それぞれ異なる理由からではあるが，統計デ
ータを利用しにくいものがあるので分析から除外した。
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* 31 * 32
その際，市場占有率の高低，製品ラインの数の多少は各社の状態を説明す
る変数の中でも基本的なものと考えて分析を行っていきたい。そこで，その
市場占有率と製品ライン幅の二つの経営資源の状態を二次元のグラフ上の一
点で表わし，各社についてのその値が年度毎にどのように推移してきたかを
図ー2において示しておくことにする。
lV 変数と事前的予測
1 変数
以上の研究対象企業サンプルを用いて，どのような経営戦略が成果を高め
るかについての統計的分析を行うときに用いられる変数の定義とデークの入
手先を示したい。一般的に言って，その際の説明変数は，ある環境の中での
経営資源の蓄積の程度あるいはその資源展開のしかたと関連をもつものであ
り，企業活動の具体的競争戦略内容の一部分をなすものであるという位置づ
けを与えることができる。
（従属変数）
市場占有率の増減：今年度の市場占有率ー前年度の市場占有率
この値については，．各社の『有価証券報告書』の記述， 大蔵省『産業統
計』，『月刊コピーマシン』中の記事，『事務機新聞』の記事などから求めた。
（説明変数）
新製品比率：過去2年の新製品数を全製品ライン数で割ったもの
相対新製品発売積極度：当該会社のその年の新製品数／その年の他社の中で
*31 市場占有率の計算は各社の売上高にもとづいて行った。数字は輸出分を含・んで
いるので，外資系の富士ゼロックスなどについては，ここでの数値が実際の国内
市場占有率より低目にでるというバイアスをもっている。
*32 ここで製品ライン幅は，ある時点で最大の製品ライン数を持っている企業と，
当該会社の製品ライン数との相対比で示される。富士ゼロックスについては，こ
の値が1を保っている。
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の最大新製品数
* 32
複写機性能：各社の各製品についての「一分間のコピー枚数／製品価格」で
示される複写機性能の平均
普及品価格：当該会社の一番安価な製品の価格／その年最も安価な製品の価
格
製品多様性：当該会社の各時点の全製品の価格の平均ー当該会社の一番安価
* 33
な製品の価格
相対製品ライン数：当該会社の製品ライン数／その年で最も大なる製品ライ
ン数
これらの変数の値については『日経会社一産業ニュース索引』の各社毎の
記事『月刊コピーマシン』中の各製品情報などから求めた。
これらの変数は「市場戦略が利益に与える影蓉力に関する研究」 (J>IMS
プロジェクト）における変数に対応するように設定したものである。「この
プロジェクトの目的は，私企業での投資収益率 (ROI)を決定する主な要因
* 34 
を明らかにし， それを測定することである」とされたが， 「1973年末に完了
した PIMSの第2段階の調査によって，利益に影善を及ぽす37の主な要因
が明らかになったが，その中でも， もっとも重要なものが市場占有率であっ
* 35
た」とされた。そこでその研究の一環として「市場占有率を高めるための新
* 36
しい戦略」はどのようなものかが調査された。
*32 富士ゼロックスについては，多くの製品がレンタル方式で販売されている。と
ころが製品によって「売り切り制」と「レンタル方式」の双方の販売方式をとる
ものがあったので， その製品についての情報から， レンタル料金の月額X36(3
年分のレンタル料金）＝売り切り価格という大体の関係を見出した。その関係を
適用して，レンタル方式による製品価格を導出した。
*33 この値が大であるということは，当該会社が普及機から高級機に至るまで幅広
く製品ラインを作りあげていることを意味すると見なした。
*34 R. D. Buzzell, KT. Gale & R. G. M. Sultan (1975)訳 p.21
*35 R. D. Buzzell, B. T. Gale & R. G. M. Sultan (1975)訳 p.21
*36 R. D. Buzzell, F. D. Wiersema (1981)参照
経営環境，経営資源および経営戦略（広田俊） （485)63 
その研究でとりあげられた競争戦略の構成要素は， 品質水準， 新製品比
率，マーケティング費用，相対価格比であった。市場占有率の増減を従属変
数とし，これらの要因を独立変数とする多重回帰分析の結果，品質水準，新
製品比率，マーケティング費用のいずれもが市場占有率の増大に正の効果を
もつということがわかった。一方，相対価格比は市場占有率の増減に有意な
* 37 
説明力を持たないとされたのであった。
2 変数の効果の事前的予測
われわれの研究における説明変数が市場占有率増減に対してどのような影
響をもつかについて PIMS研究の結果を参考にしながら， 事前的に考えら
れる予測を示しておきたい。
まず新製品比率の高さは，市場占有率増大に対してプラスに作用すると思
われる。複写機のように，性能，スタイル，の変化が激しい業界においては
新製品比率の高さが市場占有率増大をもたらす効果は特に強いであろう。ま
た相対新製品発売積極度の高さも，同様な意味で市場占有率の増大に貢献す
るだろうと思われる。
一方， 複写機性能は， PIMS研究における品質水準と相対価格比を結合
し，品質水準／相対価格比で表わしたものである。この値の高い製品を販売
し得ている企業は市場占有率をより増大できるだろうと予測される。そして
普及品価格については，その価格が低ければ低いほど市場占有率増大ヘプラ
スの効果を示すものと思われる。
製品多様性の市場占有率への効果は明白ではない。製品多様性は，その企
業の市場地位との相対関係において市場占有率への効果があらわれるのでは
ないかと思われる。さらに，相対製品ライン数の市場占有率への効果もその
企業の市場地位に依存的だと思われる。たしかに相対製品ライン数がより大
であることは，その他の条件を同一とすれば市場占有率増大に貢献的と思わ
れる。しかし企業規模，市場地位など経営資源の蓄積状況が十分でない段階
*37 R. D. Buzzell, F. D. Wiersema (1981)訳 pp.67-71参照
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で製品ライン数を増大することは，規模の経済性，技術的関連性などをうま
く発揮できないことにつながる。そのようなときには，コスト高，価格高な
どから市場占有率が低下することもありえるであろうと考えられる。
V 発見された競争戦略命題
1 市場占有率の増減を従属変数とする回帰分析
以上で示した説明変数を用いて，どのような競争戦略が市場占有率の増加
という成果に貢献してきたのか，を複写機産業をとりあげて検討するため，
回帰分析を行った。ただし，有効な競争戦略は，各企業の経営資源の状態に
依存して異なりうると考えられる。 そこで， 経営資源の状態の差異に着目
し，対象企業サンプルを分割して分析を行うことにした。ただしその前に，
対象企業全サンプルについて分析を行った。次に経営資源の状態を示す典型
的なものとして，市場占有率と相対製品ライン数をとりあげ，各々について，
* 38
その氷準の高低にしたがって，それぞれ対象企業サンプルを二分して回帰分
析を行った。さらに市場占有率，相対製品ライン数のそれぞれが低水準にあ
るものをグループ1と名づけ，市場占有率は低いが，相対製品ライン数の多
｀いものをグループ2,市場占有率は高いが，相対製品ライン数の少いものを
グループ3とし，それぞれの経営資源がともに高水準にあるものをグループ
4と名づけた。そしてそれぞれについても回帰分析を行った。その結果は表
-2の通りである。
以上の回帰分析から次のような関係が成立していると見なすことができ
る。
まず最切にどのようなケースについても，新製品比率は市場占有率の増大
と正の関係をもっていることが見出されている。ある企業がより高い新製品
*38 市場占有率については10彩水準を区分の基準とし，相対製品ライン数について
は0.4を区分の基準として分割した。
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比率を設定している場合， 市場占有率の増大が期待されるということであ
り，事前の予測とも一致している。また複写機性能は，一般的に市場占有率
増大へ正の効果をもっている。
次に見出されるのは製品ライン数が多いばあいと，製品ライン数が少ない
ばあいとで，相対新製品発売積極度，製品多様性の市場占有率への効果は逆
であるということである。製品ライン数が少ない場合には，相対新製品発売
積極度をより大にすることは市場占有率増大へ貢献している。 それに対し
て，製品ライン数が多いばあいには，相対新製品発売積極度を高めても市場
占有率増大へは効果がないということである。
すなわち，製品ラインが充実していない企業が新製品を出すときには，欠
けていた製品部分を補うことによって顧客を獲得できるであろうが，品揃え
を完了した市場占有率上位企業については，従来の自社製品ラインと競合す
る形の製品しか出せないので新製品発売の市場占有率増大への効果がないと
いうことである。
また製品多様性は，一方で製品ライン数の少ないグループ，市場占有率の
低いグループに対しては市場占有率増大の効果をもたないことが見出だされ
ている；他方でそれは，製品ライン数が多いグループ，市場占有率の高いグ
ループに対して，市場占有率増大の効果をもっていることがわかった。製品
ライン数の少ない段階では製品多様性を増すことは，市場占有率増大につな
がらないが，製品ライン数がある程度増してきた段階では，製品多様性を増
す方向で市場占有率増大をめざすのがよいということである。 • 
また普及品の低価格は，製品ラインの数少ないグループについてのみ効果
をもっと思われる。 そのようなグループにおいてより安価な普及品をおくこ
とによって市場占有率増大を達成しうると思われる。
以上のように，研究対象サンプルを経営資源の差に着目して分割して回帰
分析を行ってきた。そこで見出だされたのは各説明度数の市場占有率変化へ
の効果がグループ毎に異なるということがあり得るということであった。そ
経営環境，経営資源および経営戦略（広田俊） （489)67 
れのみではなく回帰式の適合度を示す決定係数もグループ毎に分割した場合
の方が，もとの全体のサンプルについて回帰分析を行ったときの決定係数よ
りも高いということもわかった。これらのことは全体の対象サンプルが同質
なのではなくて，それらが幾つかのお互いに異質ないくつかのグループに分
けられるということを意味している。すなわちそれぞれのグループ内では同
じ競争戦略の論理が作用しているが，あるグループの競争戦略の論理は他の
グループのそれとは異なるというような異質のグループが存在していると解
せる。
このことはニューマン (H.Newman)やボークー (M.Porter)の主張
* 39
する戦略グループ (strategicgroup)の概念と共通するものがある。
以上のことをまとめると，競争戦略には，経営資源状態の如何にかかわら
ず市場増大に結びつく戦略要素と，経営資源の如何によってその効果が異な
る戦略要素とがあるということがいえよう。前者の例は，新製品比率，複写
機性能であり，後者の例は，相対新製品発売積極度，製品多様性，普及品価
格である。
このように，経営資源の状態によって戦略要素の効果が異なりうることを
確かめた。次に，異なる経営資源状態のもとで，競争戦略プロフィールがど
のように異なるか，を見ていきたい。
*39 H. Newman "Strategic Groups and the Structure-Performance Relationship" 
Review of Economics and Statistics, August 1978, M. Porter "The Structure 
within Industries and Companies Performance,''Review of Economics and 
Statistics, May 1切9参照。ニューマンは，企業の垂直的統合戦略のあり方によ
って産業内にいくつかのグループが存在するとし，これを戦略グループと呼んだ。
産業内の，このような戦略グループの数の増加は産業の異質性を増し，産業をよ
り競争的にさせるとした。ボークーは，、広告，研究開発，流通経路などについて
の設定のし方を同じくする企業のグループとして戦略グループを考えている。す
なわち戦略グループを競争戦略の同一性という観点からとりあげて論じている。
このような戦略グループの存在は一般的に競争関係を激化させる方向に作用する
と考えられる。
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2 各グループにおける競争戦略の差異
市場占有率の高低と製品ライン数の多少という経営資源の状態から対象企
業を区分して得られた諸グル-フ゜間において競争戦略の差異が見られるので
はないかと考えられる。特に前述の分析で明らかにされたように，各グルー
フ゜毎に戦略効果の異なる相対新製品発売度，製品多様性，普及品価格につい
ては，その水準がグループ毎に明確に異なるものと予想される。
そこで前述の分析と同じ基準で区分した各企業グループについて競争戦略
変数の値を調ぺた。その結果は表ー3に示されている。
そこでの結論として競争戦略要素の個々のものについてと同時に競争戦略
全体のパクーンについても興味深い事実を発見し得た。
まず競争戦略要素の個々のものについて言うことにする。予測通り，相対
新製品発売積極度と製品多様性の値が，それぞれのグループ間で有意に異な
っていた。すなわち相対新製品発売積極度は，グループ1では他と比べて有
意に低かった。経営資源が十分でないグループとしては相対的に新製品発売
テンボが落ちざるを得ないということである。また製品多様性についてはよ
り大きな差が見出されている。すなわちグループ1では製品多様性が低く，
グループ4では製品多様性が非常に高くなっている。このことも経営資源の
差を反映した結果であろう。
次に競争戦略全体のパターンの特色についてであるが，それは各グループ
の特性と関連性をもっているようである。
グループ1は， コピア (50,51, 52, 53年）， シャープ (50,51, 52, 54 
年），ミノルクカメラ (50,51, 52, 53年），小西六 (53,54年）などからな
っており，市場占有率漸減か一定の企業からなっている。そこで，新製品比
率は他グループより若干高いものの経営資源の差から相対新製品発売積極度
が他より低く（新製品発売テンボが遅く），そのため， 複写機性能， 普及品
価格，製品多様性のいずれをとっても他グループに劣る水準となるような特
表
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性を示している。
グループ2はキャノン (49,50, 52, 53年）などから成っており，市場占
有率漸培の企業からなっている。比較的高い相対新製品発売積極度をもと
に，最も高い複写機性能，最も低い普及品価格，かなりの程度の製品多様性
を達成するような製品戦略をとってきたといえよう。
グループ3は小西六 (48,49, 50年）， リコー (50年）などからなるもの
で，市場占有率漸減のものが大半である。グループ 2との差異は何よりも製
品多様性の低さであり，そのことは当該企業が，製品市場を特定の市場セグ
メントに集中していたことを意味する。ただしこの当時のリコーのように比
較的安価な製品分野に集中させたところと小西六のように中級機の分野に集
中させた場合との差異が市場占有率増減の差をもたらしたのであろう。
グループ4は， 富士ゼロックス (50,51, 52, 53, 54年）， リコー (51,
52, 53, 54年），小西六51年， キャノン (48,51, 54年）などからなってお
り，市場占有率低減グループと増加グループの双方をもつ。何よりも高い製
品多様性をもつが，普及品価格が比較的高いように，中高機以上の分野に重
点をおいた製品戦略をとっているといえよう。
このような分析を通じて競争戦略各要素の相互関連がある程度明らかにさ
れた。しかしその分析においては競争戦略要素が成果へ及ぼす影響を明示的
には論じていなかった。一方，回帰分析においては，各競争戦略要素の成果ヘ
及ぼす影響を論じたが，それらの結合効果については考慮していなかった。
そこで次に各競争戦略要素の結合効果を論じたい。
3 各競争戦略要素の結合効果
前述の市場占有率の増減率についての回帰分析においては，各戦略の効果
が分離可能であるとみなされていた。しかし，現実にはいくつかの戦略の特
定の組合せが成果をより大とするであろう。そのことの一例として，競争戦
略要素の中で，製品多様性と相対新製品発売積極度の結合効果に目を向けて
分析することにした。すなわち，それらの戦略変数の値の高低のそれぞれの
経営環境，経営資源および経営戦略（広田俊） (493)71 
組合せについて，市場占有率の増減および市場占有率の増減率がどのような
値をとるかを調査した。
その結果は表ー4に示される通りである。一番良好な成果をもたらしてい
るのは，低い製品多様性と高い相対新製品発売積極度という競争戦略要素の
組合わせである。ある程度市場セグメントを絞った上での積極的な新製品発
売活動による成果が高いということである。同じように高い相対新製品発売
積極度をもっても，高い製品多様性をめざす戦略をとったときは市場占有率
の増減率は非常に小さなものとなってしまう。また低い製品多様性を保って
いてもそれが低い相対新製品発売積極度と結ぴつくような戦略をとるなら
これらの戦略の組合せの中では最も低い成果をもたらすことになることば，
が見出だされている。
表ー4 競争戦略要素の結合効果
相対新製品発売積極度
高 (0.97以上）
?
????? N=16 
?
高
(0.65以上）
市場占有率の増減＝ー0.784
市場占有率の増減率＝ー0.018
N=6 
市場占有率の増減＝0.585
市場占有率の増減率＝0.213
N=2 
市場占有率の増減＝1.875
市場占有率の増減率＝0.437
N=14 
市場占有率の増減＝0.604
市場占有率の増減率＝0.055
VI 
?
び
ホファー＝シェンデル (1977)が言うように「事業の型が異なれば戦略は
異なるが，同時にまた，環境条件のある広い集合に適合的な戦略パクーンが
* 40
存在することがわかってきた。」このような研究動向をふまえ，われわれは，
複写機産業という成長産業の場で，各企業が経営資源という内部環境状態の
ある一定の集合についてはあるクイプの競争戦略パクーンを展開しているの
*40 C. W. Hofer and Schendel (1町7)訳 p.220
72(494) 第 26巻第 4 号
に対し，別の集合については，異なる競争戦略パクーンが見られるというこ
とを論じてきた。
その際，製品ラインの幅，市場占有率のレペルなどの経営資源の状態が，
競争戦略，特に製品戦略，の展開にどのような規定力をもつかを論じた。結
論として，新製品比率，複写機性能などの競争戦略要素は，経営資源の状態
にかかわらず市場占有率増大ヘプラスに作用するが， 相対新製品発売積極
度，製品多様性，普及品価格などの競争戦略要素は経営資源状態に依存して
市場占有率増減の効果が異なることが示された。
そのような事実発見から，ある企業がその市場占有率や製品ラインの幅の
変化を経験してきている場合には， ある段階で競争戦略の転換を必要とす
る，ということを含意として引き出すことができよう。
ところで以上の議論は，各企業各年のデークをまとめた上で行った計量的
分析の基礎の上に構成されてきた。同様なアプローチによる研究が PIMS
プロジェクトによって幅広くなされているとはいえ，われわれの研究は複写
機産業という特定の産業に焦点をあてた競争戦略の計量的研究というところ
に特色をもっているといえよう。ただし計量的分析におけるサンプル数が十
分に多くないため，そこで得られた結論は試論の検討の城を出ない。本稿は
それゆえ仮説発見的なものとして位置づけられょう。
ここでの議論は，複写機産業という成長産業における各企業の競争戦略を
解明しようとするものであった。そのような研究を二点について発展させた
いと思っているので，それを述ぺておきたい。第1の課題としては，取扱う
変数を拡大し，マーケティング戦略や研究開発戦略，あるいは組織戦略を議
論の対象としてとり入れ，成長産業における競争戦略のより総合的な分析を
行うことを考えている。
また別の課題としては，種々の資料から以上の仮説に関わる状況の記述，
当事者の発言などを収集したり，企業の当事者に対するインクビュー調査を
通じて具体的な事実，現実的な視点を吸収しながら，硯実の場で作用してい
る戦略命題のより定性的な検討を行なうことを考えている。
経営環境，経営資源および経営戦略（広田俊） （495)73 
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